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ごあいさつ

長期的で多様な視点から
人類の未来と幸福を考え、独自の価値を創造します。

国、組織、分野を超えて議論を深め
持続可能社会の実現に向けて社会に問いかけます。

ごあいさつ

公益財団法人国際高等研究所

理事長  立石 義雄

　国際高等研究所（高等研）は、「人類の未来と幸福のために、何を研究すべきかを研究する」を基本理念とし、

持続可能な社会の実現に向け、様 な々課題と向き合い、共に考え、広く社会に問いかけていく活動に注力しています。

　高等研は、ナショナルプロジェクトである「けいはんな学研都市」の中核機関として、全国の産学公民の皆様方の

ご協力を賜り1984年に設立されて以来、基本理念に基づき様 な々研究活動を実践してまいりました。資源・エネルギー、

人口と食料、気候変動、反グローバリズムなどの課題から、世界が平和的に共生していくことが困難になっている現在

において、高等研の基本理念は色あせないばかりか、ますます今日的な意味を持つものと考えます。

　2016年度は、長尾真所長を中心とする研究運営体制における二年目として、さらに事業活動を展開することができ、

国際高等研究所戦略会議（ISC）からも「人文社会系の学」と「社会」との乖離という現在社会における根源的な課題

に対する答申をいただくなど、充実した年度となりました。

　高等研は、変化が激しく短期的な成果が求められる今日の社会において、長期的で多様な視点から人類の未来と

幸福を考える稀有な存在です。よりよい持続可能な社会の実現に向け、皆様に問いかけ、共に議論し、解決策を考え、

そして成果の社会実装を目指すことで、独自の価値を創出し、提供し続けてまいります。

　国際高等研究所は、「何を研究すべきかを研究する」研究所として、1984年にけいはんな学研都市に創設されま

した。それから30年が過ぎた2014年、初心に帰り「21世紀の世界における大きな課題は何か、国際高等研究所とし

て直ちに取り組むべき課題は何か」について集中的に議論をしました。そして、これからの激変する地球社会が直面

する深刻な課題の解決に貢献するために、2015年4月に第7代所長に就任以来、以下の課題に取り組む基幹プログ

ラムを設定し、これらを軸に研究事業を進めています。

　地球社会における諸課題の解決のために、学問、科学技術、社会、経済、人類、近未来の都市はどうあるべきな

のでしょうか。私たち人類は、今までどおりの生き方や価値観で、この地球上に生存し続けられるのでしょうか。国や組

織、分野を越え、さまざまな立場の人 に々よる議論を行い、人類や地球の未来に向け新しい方向性を見い出してゆく

努力をしました。その結果はほぼまとまり2017年6月に中間報告として大阪と東京で内容を発表するシンポジウムの開

催となりました。

公益財団法人国際高等研究所

所長  長尾 真 京都大学名誉教授 京都大学元総長

● 21世紀地球社会における科学技術のあり方
● 人類存続の持続可能性

● 多様性世界の平和的共生の方策
● けいはんな学研都市の30年後に向けて
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　私たち人類は今、様々な要因で持続的生存が脅かされる諸課題に直面しています。将来の世

代の人たちは、今まで通りの生き方、価値観で、この地球上に生存し続けられているでしょうか。

国際高等研究所は、「人類の未来と幸福のために、何を研究すべきかを研究する」ことを基本理

念に、地球社会が直面する困難にどのように対処するのか、そして21世紀にあるべき文化・科

学・技術はどのような姿なのか、これらの諸課題に対する根源的な研究を行っています。

基本理念

設立の経緯

人類の未来と幸福のために、
何を研究すべきかを研究する。

　国際高等研究所は基本理念に賛同する産業界と学界、官界を挙げての強力な支援のもと、1984年8月
に財団法人として設立されました。1993年10月には、京都府から土地の提供を受け、けいはんな学研都
市（関西文化学術研究都市）に研究所を開所しました。
2013年3月に内閣府より公益財団法人移行認定書の交付を受け、同年４月１日付にて公益財団法人へ
移行しました。

　けいはんな学研都市（関西文化学術研究都市）は、1978年の「関西
学術研究都市調査懇談会（座長：奥田東 元京都大学総長）」により提
唱され、1987年の関西文化学術研究都市建設促進法の施行を経て、
京都・大阪・奈良の3府県にまたがる京阪奈丘陵において、国家プロ
ジェクトとして建設が進められているサイエンスシティです。
　この京阪奈丘陵は、古来日本文化の中心に位置し、かつての都であっ
た飛鳥、難波、奈良、京都に囲まれ、古い歴史と文化にゆかりの深い土
地です。けいはんな学研都市は、21世紀以降における我が国の新しい
文化首都として、広く世界に開かれた都市を目指しています。
　けいはんな学研都市には、現在、130を超える立地施設があり、大学
や研究機関の集積を活かし、産学官連携による多くの成果も生まれ、我
が国の文化学術研究の進展に大きく貢献しています。国際高等研究所は、このけいはんな学研都市の中枢的研
究機関としての役割を担っています。

地球社会が直面する、多くの困難に向けて

けいはんな学研都市
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ミッション /社会に問いかける力 

日本から、高等研から世界へ、
「気づき」を発信する。
　今、人類社会は効率や発展のみを追求するといった考え方から、

「人類の平和的・持続的共存」という考え方への転換の分岐点にあり

ます。国際高等研究所の使命は、人類の未来と幸福のために、どこか

で誰かが考えなければならない根源的な課題を探求し、発見し、それ

を「気づき」として世界に問いかけることです。

 そして議論を深め、解決のための新たな道筋を明らかにしていく中核

的な役割を果たします。
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奥田東 元京都大学総長の
懇談会発足

国際高等研究所設立
国際高等研究所
けいはんな学研都市に移転・
開所式典
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History

   ■ 開発途上国　
   ■ 分化全能性
   ■ 共同研究の　

■ 学習　
■ 芸術　
■ 隙間　
■ ダイ　

   ■ 国際比較からみた日　
   ■ スキルの科学
   ■ センサー論
   ■ 量子情報の数理
   ■ 21世紀の宇宙開発・　

■ 公共部門における人材の配分　
■ 東西の恋愛文化
■ 災害観の文明論的考察
■ 思考の脳内メカニズムに関す　
■ 物質科学とシステムデザイン

■ 政府統治(government governance)の研究
■ 環境と食料生産の調和に関する研究
■ 生物研究と生命
■ ヒト遺伝子解析及び遺伝子医療に伴う倫理問題とそれへ　
■ 情報市場における近未来の法モデル
■ 器官形成に関わるゲノム情報の解読

■ 科学の文化的基底
■ 言語の脳科学

■ 比較幸福学
■ 複雑系の秩序と構造　

■ 社会情報学
■ 情報論的転回
■ わざ学

■ 人類の自己家畜化現象と現代文明
■ 生命体の多様性 

　■ 安全科学　

■ 理論生命科学

   ■ 高度情報化社会の未来学
   ■ 種族維持と個体維持のあつれきと提携
   ■ 多様性の起源と維持のメカニズム

■ 物質研究における多角的協力の構築
■ 臨床哲学の可能性
■ 「一つの世界」の成立とその条件

国際高等研究所
活動のあゆみ
これまでの主な研究テーマ

■ 2016年度実施の基幹プログラム

■ 2016年度実施の研究プロジェクト

■ 終了した研究テーマ
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IIAS塾ジュニアセミナー開始

国際高等研究所戦略会議
（ISC）発足

創設30周年記念
フォーラム開催

けいはんな哲学カフェ“ゲーテの会”発足

けいはんな“エジソンの会”発足

理化学研究所及び京都府と基本協定を締結

奈良先端科学技術大学院大学及び
理化学研究所との相互強力に関する
包括協定を締結

,
11

,
14

,
15

,
13 2016

と日本人長期政策アドバイザー

法モデル

■ アジア･デザイン･エンサイクロペディアの構築
■ 意識は分子生物学でどこまで解明できるか？
■ 交渉学の可能性－新しい世界の関係構築と紛争の予防のために－
■ ジェンダーからみた家族の将来
■ 宗教が文化と社会に及ぼす生命力についての研究
■ 単分子エレクトロニクスの現状認識と近未来実現へ向けての中核体制構築

■ 『ケア』から見た社会保障の新たな展望
■ 心の起源

の生物学
と社会
－自然・人間・社会の現象学
ナミックスからみた生命的システムの進化と意義

■ 老いを考える
■ ゲノム工学とイメージングサイエンスに基づく生命システム研究の新展開
■ 東アジア古典演劇の「伝統」と「近代」

■ クロマチン・デコーディング
■ 分子基盤に基づく生体機能への揺らぎとダイナミックネットワークの解明

■ 領域横断型の生命倫理プラットフォームの形成に向けて
■ 人工知能に関する問題発掘型対話基盤と新たな価値観の創出
■ 21世紀地球社会における科学技術のあり方
■ 人類生存の持続可能性～2100年価値軸の創造～
■ 多様性世界の平和的共生の方策
■ 「けいはんな未来」懇談会
  

■ ネットワークの科学
■ 精神発達障害から考察するdecision makingの分子的基盤
■ 生命活動を生体高分子への修飾から俯瞰する
■ 設計哲学－俯瞰的価値理解に基づく、人工財の創出と活用による
                持続可能社会を目指して－
■ 総合コミュニケーション学

■ 進歩主義の後継ぎはなにか
■ 産学連携の知的財産法モデル
■ 進化と文法
■ コア・エグゼキュティブと幹部公務員制度の研究
■ 多元的世界観の共存とその条件
■ 電子系の新しい機能
■ 学術研究機関における学術情報システムのモデル構築

■ 計算機マテリアルデザインコピーマートの構築
■ 19世紀東アジアにおける国際秩序観の比較研究
■ スキルと組織
■ 認識と運動における主体性の数理脳科学
■ グローバリゼーションと市民社会
■ 生命科学の発展に対応した新しい社会規範の模索
■ 文化財保全技術

■ 高度計測技術の発展と埋没
■ 細胞履歴に基づく植物の形態形成
■ 次世代情報サーチに関する総合的研究
■ 女性研究者と科学技術の未来
■ すきまの組織化
■ スンマとシステム－知のあり方－
■ 生物進化の持続性と転移

■ 宇宙における生命の総合的考察とその研究戦略
■ 受容から創造性へ
■ 諸科学の共通言語としての数学の発掘と数理科学への展開
■ 天地人
■ 21世紀における文化としての設計科学と生産科学
■ 法と倫理のコラボレーション－活気ある社会の規範形成－
■ メタマテリアルの開発と応用

■ 絵画と文学に表象される、時間と空間の脳による認識
■ 近代精神と古典解釈：伝統の崩壊と再創造
■ 数量的アプローチによる日本経済の比較史的研究
■ ナノ物質量子相の科学

本社会の自己決定と合意形成

宇宙環境利用の問題

と育成

る総合的検討

の対応
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　国際高等研究所は設立以来、「人類の未来と幸福のために何を研究すべきかを

研究する」ことを理念に、持続可能社会の実現に向け、様々な研究活動を実施してい

ます。われわれの研究による成果を広く世界に発信し、社会に問いかけていきます。

国や組織、分野を超えた、
コラボレーションを展開。

研究活動
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　研究プロジェクトは、基幹プログラムと両輪となって、相補的

充実を図る中で独自性を発揮する事業と位置付けるものであ

り、学問分野を越境し、社会的課題や人類と地球の未来への視

点を有するプロジェクトも手掛けています。

　高等研の研究活動はテーマ間の連携を深めるとともに、所

長、副所長、研究企画推進会議の全体を俯瞰した適切な助言

により、円滑な進捗と研究成果のブラッシュアップがなされる

ようにしています。特に次世代を担う若い人達との協働や議論

の場を数多く提供するとともに、新たな手法や方策を駆使した

研究を実践しています。

　2015年4月の国際高等研究所戦略会議（ISC）第1期提言

で「高等研として取り組むべきこと」とされた「将来の地球社会

を考えた時の科学技術の在り方」「循環型、定常経済社会の構

築の必要性とその方策」「多様な価値観を持つ社会や国家の

平和的共存のための方策」の３つの課題、および、けいはんな

学研都市の30年後の未来を見据え、けいはんなの特長を生か

しながら都市全体を成熟させていくための青写真をデザイン

することを目的とした「けいはんな未来」懇談会の、合計4テー

マについて、理事会、評議員会の審議を経て、基幹プログラム

に選定しました。

● 将来の地球社会を考えた時の科学技術の在り方
　「21世紀地球社会における科学技術のあり方」研究会
　（研究代表者：有本 建男　国際高等研究所副所長）

● 循環型、定常経済社会の構築の必要性とその方策
　「人類生存の持続可能性～2100年価値軸の創造～」研究会
　（研究代表者：佐和 隆光　国際高等研究所研究参与）

● 領域横断型の生命倫理プラットフォームの形成に向けて
　（研究代表者：児玉 聡　京都大学大学院文学研究科准教授）

● 人工知能に関する問題発掘型対話基盤と
　新たな価値観の創出
　（研究代表者：江間 有沙　
　 東京大学教養学部附属教養教育高度化機構特任講師）

● 精神発達障害から考察する decision making の
　分子的基盤 
　（研究代表者：辻 省次　東京大学大学院医学系研究科教授）

● 生命活動を生体高分子への修飾から俯瞰する 
　（研究代表者：岩井 一宏　京都大学大学院医学研究科教授）

● 設計哲学－俯瞰的価値理解に基づく、人工財の創出と
　活用による持続可能社会を目指して－ 
　（研究代表者：梅田 靖　東京大学大学院工学系研究科教授）

● 総合コミュニケーション学
　（研究代表者：時田 恵一郎　名古屋大学大学院情報科学研究科教授）

　2016年度は、基幹プログラムの一旦の取りまとめとして、2015年度に取りまとめられた「けいはんな学研都市の30年後に向けて」（「けい

はんな未来」懇談会中間報告書）に加え、他の3プログラムにおいても中間報告の取りまとめに着手しました。また、プログラム間の情報交換や

相互交流及び全体調整の役割を担う合同会議を設置し、4つの基幹プログラムの包括的・横断的な推進に努めました。

基幹プログラム

研究プロジェクト

2016年度は以下の4つの基幹プログラムと6つの研究プロジェクトを推進しました。

● 多様な価値観を持つ社会や国家の平和的共存のための方策
　「多様性世界の平和的共生の方策」研究会
　（研究代表者：位田 隆一　国際高等研究所副所長）

● 「けいはんな未来」懇談会
　（研究代表者：松本 紘　国際高等研究所副所長）
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研究代表者： 有本 建男 国際高等研究所副所長、政策研究大学院大学教授

　現在、科学技術研究のグローバル化、ディジタル技術の革新的進歩、社
会経済が解決すべき課題の複雑化・グローバル化、社会経済的価値創造と
科学技術研究の接近といった状況の下で、数百年をかけて築かれてきた近
代科学の方法とその思想的枠組みが大きな転換期を迎えている。この問題
について世界の各所で様々な議論が行われているが、これらを歴史的かつ
同時代的に俯瞰するとともに、学問とは何か、科学技術とは何か、大学とは
何かといった根本的問題についても再検討する。その中で特に迫りくる有
限資源の地球、深刻な環境破壊・汚染といった地球社会が直面している問
題を前にして、科学技術活動をどのようにすべきかを具体的に検討する。
そして世の中に問いかけ実践を目指す。
　本プログラムは、2ヵ月に１回程度研究会を開催し、21世紀の地球社会
における科学技術のあり方について話し合い、報告を取りまとめる。また、
次代を担う世代を中心とした対話の場をつくり、取りまとめ内容の実現可
能性に関して現場の経験に基づいた検討を行うとともに、実現に向け人的
ネットワークの基盤を形成する。

将来の地球社会を考えた時の科学技術の在り方

「21世紀地球社会における
科学技術のあり方」研究会

　2016年度は、地球社会が直面している問題を前にして科学技術活動を
どのようにすべきかについて、5回の研究会を通し議論を進めた。そのうち2
回は、モンテ・カセム氏（立命館大学国際平和ミュージアム館長）と広井良
典氏（京都大学こころの未来研究センター教授）に、有限資源の地球におい
て今後どのような社会を目指すのかについて、時間軸の長い視点から講演
をしていただいた。また、前年度に引き続き、ほぼ毎月「若手研究者の対話 
―境界を越える新しい学術領域の模索―」を行った。これらを踏まえ中間報
告「21世紀地球社会における科学技術のあり方～近代科学技術の何を継
続し何を変えるか、具体的実践は何か～」の取りまとめを進めた。その概要
は以下の通りである。

はじめに
　21世紀の人類、社会、地球が直面する困難にどのように対処すべきか、そ
のために21世紀の学問、科学技術はどうあるべきか。現状の延長や微調整に
よる学問や科学技術の発展では、人類、地球、人々の生活に本格的危機を引
き起こすとの深刻な認識がある。また、現在の科学技術とその行方は、学生や
若手科学者技術者に希望を与えるものなのか大きな懸念がある。一方で、
一昨年国連において世界が一致して合意したSDGs（Sustainable 
Development Goals）「持続可能な発展のための2030アジェンダ」に見ら
れるように、グローバルなあるいはローカルな社会経済的な難問の解決のた
めに科学技術への期待は大きくなっている。こうした21世紀の科学技術の課
題と展望について、時代認識と世界観を示し、人と制度―人間としての科学
者と科学に変革を促す制度―という視点からの多様な論考、変革に向けた具
体的な提言と実践例をまとめた。

1．科学と社会の関係 ―日本における今後の科学の展開に関する考察―
　現代社会における科学は、これまでのdiscipline-basedあるいは真理探
究型のみではなく、transdisciplinaryあるいは課題解決型をより強く必要
とすることになってきた。科学はもとより人間社会の活動の一つであり、とり
わけ現代の科学セクターは、公益の支援を受ける公器の立場にある。従っ
て、科学者は人間社会が直面する挑戦すべき課題に、社会の一員として、と
もに向かう役割があるはずである。また、変化してゆく社会に対して、科学の
方法の限界は認識しながらも、その強みである「より正確に新しいことを生
み出す」力と方法を共有していくことが望まれるのではないか。

2．現代世界の状況に応える科学への期待　
　科学はものの考え方の基本であるゆえに、論理的な思考は、教養として重
要になる。科学の専門教育では、確立した学理において、科学の思考、方法
論を徹底的に学ぶことが望ましい。学際的な課題は科学者としての訓練を
習得した者が挑戦すべきと考える。科学者は科学を進めることを生業とする
が、科学それ自身は人間社会の共通の財産である。科学は中立なものだが、
科学者は常に人々の幸福の実現を念頭に置いて科学を進める姿勢をとるべ
きである。
　科学と社会の関係を考える観点として、一つは、真理探究のための科学、
知的財産としての科学。二番目は、科学技術政策に沿い先端的な研究を行
う科学。そして、社会的課題解決のために必要なさまざまな知識や経験の一
つと位置付けられる科学（transdisciplinary）。この三分類を提案したい。

3．転換期における人文・社会科学の役割　
　SDGsは、西洋中心の「進歩」、および先進国（特に米英）が主導する「イノ
ベーション」の勇ましいかけ声が続いた時代の後を見据えたものとなってい
る。急速すぎる変化の疲弊が先行して現れた日本のような社会と、それに対
峙してきた日本の人文・社会科学には、今までより一層の役割があるかもし

■2016年度実績報告

■研究目的・方法

参加研究者リスト

有本 建男
大竹 暁
隠岐 さや香
狩野 光伸
小寺 秀俊
駒井 章治
宮野 公樹

国際高等研究所副所長、政策研究大学院大学教授

内閣府経済社会総合研究所総括政策研究官

名古屋大学大学院経済学研究科教授

岡山大学大学院医歯薬学総合研究科教授

京都大学大学院工学研究科教授

奈良先端科学技術大学院大学バイオサイエンス研究科准教授

京都大学学際融合教育研究推進センター准教授

氏 名 所属・役職

基幹プログラム
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れない。同時に、日本の疲弊は、必ずしも新自由主義的な経済政策の結果で
はなく、「近代化」一般、すなわち20世紀を通じて蓄積された課題の所産で
あるので、その歴史を踏まえる必要もあるだろう。今後は、経済学と環境科
学、ジェンダー研究、科学技術論、政策の科学、哲学、歴史および社会学な
どの知見を持つ人々が、何らかの形で意見交換する機会を増やしていくべき
である。それとともに日本の行政機構に人文・社会系の知見をフィードバッ
クする回路の再構築が重要となるであろう。

4．ポスト近代科学技術を問う意味 ―今こそ「学問」という話―　
　ポスト近代科学技術を問う意味は、「科学技術」界隈の知識人のあり方を
問うことにこそある。昨今、変革が叫ばれながらも一向に変わらないという
不満があるならば、その原因は「考えないと変わらない」ではなく、「正しく考
えないと変わらない」であろう。正しく考えるとはどういうことか。
　自分のこれまでの考えや行動を深く省み、これまで正しいと信じられてい
たものを疑い、自身の思考の殻に気づこうとし、新しい考え、やり方を求める
といった構えこそが学問である。「科学技術問題」を考えられない理由が、本
来、学問をすべき大学という場が正しくそのあり方にそっていないことなの
であれば、我々は激しく反省しなければならない。

5．ヒトが紡ぐ学問 ―思考をつなぐ情動―　
　脳の可能性と限界、ヒトのあり方、学術のあり方についての考察、社会の
成り立ちの俯瞰を踏まえると、人類は今あることやこれまで行ってきたこと
についてのみならず、自然界にはない新しいフレームワークを発明し、発展
させることで、その能力を拡張してきた。これからの人類の未来は、より予測
が困難なものになってくるであろう。これに備える上でも多様な物の見方や
価値観を分かち合うことが求められるようになる。そこで重要になるのは、こ
れまでの学術の進展においては軽視されてきた「情緒的つながり」である。シ
ステムとして複雑で規模の大きなことを進める場合に、個を繋ぐ役割・原動
力の一つが情動であると捉えている。

6．大学の基礎研究機関としての課題　
　バブルが崩壊し中央研究所が無くなり、大学への産学連携の期待と要
求は高くなっているが、大学の研究者は、開発から商品化までの知識や経
験が少なく、業績としての評価も低い。また、教育と研究に加え、産学連携
研究と開発に従事する時間を割くことは大変困難である。大学の研究
フェーズと企業の開発フェーズの距離が広がり、所謂「死の谷」形成の一
因となった。失われた企業の中央研究所の役割を誰が果たすのか。この役
割の重要性を認識し、その機能を果たす研究者集団を組織化すること、そ
の機能を果たす研究者の育成と評価・給与・年金制度などの処遇を整える
ことは喫緊の課題であり、孫の世代へ日本の経済・産業を引き継ぐための
我々の責任ではないか。

7．21世紀地球社会と科学技術の役割と責任 ―社会との新しい契約―
　日本は、欧米型の近代化の最後の走者であり、また21世紀にアジア、アフ
リカで台頭する新しい型の近代化の最初の走者ともいえる。近代社会の基
盤である民主主義、資本主義、科学技術を導入し、伝統的な日本の文化、社
会システム、技能などと調和させながら近代的な社会を築きあげてきた。今
世界規模で起こりつつあるグローバリズムと地域多様性の間の摩擦を、非
欧米国として初めて経験し融合させてきた両義性をもつ日本は、社会の規
範の揺らぎと世界の不安定化の克服のために、国際的に貢献する役割を
担っていると考える。21世紀地球社会における日本の科学者技術者とその
コミュニティーに対し、以下を提案する。
(1)歴史認識の共有
(2)自らの位置と役割の俯瞰的認識
(3)専門家から知識人へ
(4)分野・組織の境界を越える、新分野への柔軟性と感受性
(5)政策レベルや大学など実施機関におけるシンクタンク機能の強化
(6)21世紀の新しい科学者技術者のエートス

　数百年にわたり築かれてきた近代科学技術の方法、その思想
的枠組みと制度体制が大きな転換期を迎えているのではない
か。21世紀の科学技術とは何か、学問とは何か、大学とは何かと
いう根本的問題を問い直し、有限資源の地球、深刻な環境汚染、
地球温暖化、人間と機械の境界の曖昧さといった人類が直面し
ている問題に対し、科学技術活動をどのようにすべきか。内外各
セクターとの対話を通して、具体的な方策を考え実践を目指す。

　2017年度は、次代を担う若手研究者や若手官僚の対話、人

文科学・社会科学・自然科学・芸術などの分野の専門家との議論

といった、世代・分野・国境を越えた人 と々の対話活動を継続す

る。そして、中間報告における提案の実現に向けた具体的方策に

ついて、広く意見を求めると共に、ネットワークの基盤を作る。

研究活動

今後の計画・期待される効果
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研究代表者： 佐和 隆光 
国際高等研究所研究参与、滋賀大学特別招聘教授

　本研究プログラムは、経済学、法学、工学の研究者6名と文筆家１名から
構成される。研究会では、各メンバーの報告を受け、午前中から午後にかけ
て長時間に渡る学際的議論を真 に闘わせてきた。今後100年を視野に
収め、人類生存の持続可能性を脅かすものは何なのか。その正体を見究
め、持続可能性を担保するために必要な、科学技術の研究開発、社会経済
の構造改革、価値観の転換などを探求する。第一に、昨年11月に発効した
パリ協定が、持続可能な低炭素社会へと人類を導き、気候変動の緩和とい
う目標達成に有効に機能するや否やにつき検討を行った。第二に、省エネ
ルギー技術革新、再生可能エネルギーによる化石燃料代替の可能性につ
いて議論を積み重ねた。第三に、デジタル技術の進化が、シェア・エコノ
ミー、ミニマリズム、限界費用ゼロ社会、人工知能による知的労働代替と
いった事態を招来し、在来型経済学に対しパラダイム・シフトを迫りつつあ
る。第四に、成熟化を遂げた国々において国内総生産の成長は、人々の「幸
せ」と「豊かさ」の増進の必要条件ではもはやない。1991年3月にバブル崩
壊不況に陥って以来、四半世紀間の実質経済成長率は平均年率0.9%と
いう低水準に止まったにもかかわらず、私たちの生活の利便性・快適性の
向上は実に目覚ましかった。その主役を演じたのはデジタル技術である。
第五に、2016年6月、英国は国民投票により欧州連合（EU）からの離脱を
決定した。同年11月の米国大統領選挙では、大方の予想に反して、不動産
王ドナルド・トランプが勝利した。グローバリズムから反グローバリズムへ
と時代の潮流は向かいつつある。

循環型、定常経済社会の構築の必要性とその方策

「人類生存の持続可能性
～2100年価値軸の創造～」
研究会

中間報告の要旨は以下の通りである。

1．科学技術と持続可能な社会
1.持続可能性という言葉が頻用されるようになったのは、国連ブルントラント委
　員会の最終報告書Our Common Future (1987)に、この言葉が盛り込まれ 
　て以来のことである。

2.1988年と89年の主要先進7カ国サミットでは、最優先課題として地球環境
　問題が取り上げられ、92年にリオデジャネイロで開催された「環境と開発に関
　する世界会議」で気候変動枠組条約が採択された。当該条約は2年余で発効
　し、1997年に京都で第3回締約国会議が開催され、京都議定書が採択された。
3.先進41カ国に温室効果ガスの排出削減位義務を課する「京都議定書」は、大量
　生産・大量消費・大量廃棄を旨とする20世紀型産業文明が持続不可能である
　との警鐘を打ち鳴らすと同時に、科学技術の進歩の座標軸の大転換を迫った。
　20世紀の経済成長を牽引した技術革新のことごとくが、電力・石油製品を動力
　源に用い、二酸化炭素排出量を増加させる製品の開発へと結びついた。
4.「制約」や「不足」を乗り越えることが技術革新のインセンティブとして働く。　
　21世紀の技術革新を駆動するのは資源制約と環境制約であり、技術進歩の
　座標軸の少なくとも一つは、「燃費効率のより優れた」に置き換わる。
5.開発に当たる技術者は技術が不可避的に孕むトレードオフ関係から目を逸ら
　してはならない。と同時に、科学的知見が決定的でない際には、予防原則に基
　づき早期の対策を講じることを怠ってはならない。スティーブ・ジョブズに倣
　い、21世紀の技術者は人文学・社会科学と融合された技術の持ち主を目指さ
　ねばならない。

２．資源エネルギー
1.地球上の生物は、生存に必要な物質とエネルギーのサプライチェーンを構成
　する。定常なエネルギーの流れと物質の循環に伴い、エントロピー低減と価値
　創造が進行する。システムを構成する物質とエネルギーの安定相、すなわち持
　続可能性を構築する役割を担うのは技術である。
2.2030年度に2013年度比で温室効果ガス排出量を26%削減するという目標
　は、経済成長率を過大に設定している上、再エネ導入量を過小に評価してい
　る。再エネ導入は、域外から収入をもたらす「成長部門」と域内の資本基盤の
　手入れを行う「持続部門」の双方において、地域の経済発展に貢献する。
3.18世紀後半から19世紀にかけて、人類は、枯渇性化石燃料を動力源とする産
　業革命を成し遂げ、生産の効率化、移動の高速化、生活の利便性・快適性の向
　上をもたらした。20世紀末になり化石燃料依存の経済発展は持続不可能で
　あることが認識され、再エネ・原子力など低炭素エネルギーへの転換が求めら
　れている。

３．人口と食料
1.世界の人口は2015年には73億人に達し、2050年頃には約100億人となる。
　特に開発途上国において急激な人口増が生じ、貧困や経済的不平等の撲滅、
　教育や衛生の制度の拡充、食料供給等の基本的サービスの拡充といった課題
　への対処が求められる。
2.日本を含め、世界人口の約25％が住まう先進国は、2050年までに人口減少
　に直面する。平均寿命の延伸と出生率の低下により、少子高齢化が進み、労働
　力人口の減少と社会保障経費の増大といった課題に直面する。半面、若年人
　口の割合が高い国・地域では、教育や雇用機会の提供などの課題に直面する。
　人口問題は環境と開発の問題と不可分である。
3.日本の人口は縄文時代から長期的に増加してきたが、2008年をピークにして
　減少局面を迎えた。人口減少は、経済成長というフロー面と、資本基盤の維持

■2016年度実績報告

■研究目的・方法

参加研究者リスト

佐和 隆光
一方井 誠治
加藤 博和
倉阪 秀史
小西 哲之
佐々木 典士
高村 ゆかり

国際高等研究所研究参与、滋賀大学特別招聘教授

武蔵野大学工学部環境システム学科教授

名古屋大学大学院環境学研究科准教授

千葉大学大学院人文社会科学研究科教授

京都大学エネルギー理工学研究所教授

株式会社ワニブックス書籍編集部副編集長

名古屋大学大学院環境学研究科教授

氏 名 所属・役職

基幹プログラム
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　管理というストック面の双方において、日本経済に難問を突きつける。人口減
　少下での豊かさを維持するには、ストックに主眼を据えた経済運営と地方分
　権が欠かせない。
4.「人口の増加は幾何級数的だが、食糧供給は算術級数的にしか増加しないか
　ら、必ず食料不足に陥る」というロバート・マルサス（『人口論』、初版は1798年）
　のテーゼは、食糧生産に関わる技術革新により裏切られた。貿易と都市化の進
　展に伴い、食糧生産・供給がエネルギー集約化の度合いが飛躍的に高まった。
5.水循環ルートが地球上に張り巡らされ、生態系の維持と農業・工業生産に寄
　与している。海水の淡水化技術により離島の水供給も容易となり、食料（穀物
　や肉）の貿易により、バーチャルウォーターと呼ばれる仮想水循環ルートが実
　現されている。気候変動に起因する渇水・水害に備え、水循環ルートの頑健性
　の確保が求められる。

４．気候変動の緩和とそれへの適応
1.パリ協定は、今世紀後半にゼロ・エミッションをという長期目標に合意し、5年
　ごとに各国が自主的目標を見直し、長期目標の達成に向けて目標を引き上げ
　てゆくメカニズムの構築に合意した。パリ協定が有効に機能するには、目標引
　き上げメカニズムを始めとする国際ルールの構築が不可欠である。
2.再エネのコスト低下に伴い、途上国の経済発展に伴うエネルギー需要の増大
　を脱炭素化へと導く経済合理的な道筋が見えてきた。その結果、温暖化対策
　に消極的な態度を示してきた途上国の立場が柔軟化しつつある。パリ協定は、
　ビジネス・金融・投資家の行動に有意な変化を及ぼしつつある。
3.環境問題は、人間の活動がもたらす廃棄物が、自然環境により処理可能な限
　界を超えた際に生じる。また、再生可能な範囲内で使用すべき再生可能資源
　を過度に使用した際に生じる。また、「強い持続可能性」の規範の下では、自然
　資本は人工資本により代替できないものと認識されている。これまで人類は数
　多の人工資本を生み出してきた半面、自然資本の劣化を招いてきた。「強い持
　続可能性」を規範とし、人類生存の持続可能性を論じるべきだ。
4.人間活動の密度の濃い都市域では、その空間構造が活動の態様を規定する。
　エネルギーの大量消費と環境負荷をもたらす交通は、都市空間構造との相互
　依存関係が強く、交通網や輸送手段の計画・運営は都市の持続可能性を左右
　する。IT化に伴う物流の拡大に対応して、都市のコンパクト化を基調とするロ
　ジスティクスの効率化と、人の移動の効率化と低炭素化が求められる。

５．反グローバリズムとポピュリズム
1.1991年のソ連解体を機に東西冷戦は終結し、ICT技術の急速な進歩と相
　俟ってグローバル化が急進展した。ところが、2016年6月の英国民投票によ
　る欧州連合離脱、同年11月の米大統領戦でのトランプの勝利は、反グローバ
　リズムの台頭を招く嚆矢となった。今、世界は潮の流れの節目にいる。
2.米国の政権交代で、米国のパリ協定離脱の可能性が懸念される。気候変動枠
　組条約や緑の気候基金への資金拠出を米国が停止・引き上げする可能性は
　高い。しかし、米国内では、経済合理主義の下、石炭から天然ガス・再エネへの
　転換が進み、米国のCO2排出削減は更に進展する。米国政府に反し、州政府、
　企業がパリ協定を支持し、脱炭素化を後押しする。

６．シェア・エコノミー；ミニマリズム；限界費用ゼロ社会
1.ジェレミー・リフキン「限界費用ゼロ社会」の冒頭に「資本主義は今、後継ぎを
　生み出しつつある。それは協働型コモンズで展開されるシェアリング・エコノ
　ミーだ。（中略）そこでは、財とサービスの大半が無料となり、利益が消滅し、所
　有権が意味を失い、市場は不用となる」とある。限界費用ゼロの再生可能エネ
　ルギーが、インターネットの普及と同じく、エネルギー源の主流となる。
2.IT化は交通システムに大変革を促す。自動運転とシェアリングがそのキーワー
　ド。運転免許と保有を前提としないモビリティの提供により、交通弱者解消、
　車両効率化、交通事故減少という恩恵がもたらされる。一方で、セキュリティ
　確保のためには、大量輸送機関は欠かせない。交通網と都市デザインの再構
　築が急務の課題だ。
3.ミニマリズムは「所有するモノを少なくする」というライフスタイルの追求に止
　まらない。大量消費と一旦断絶して、「幸福」とは何かを改めて問い直す営みで
　ある。デジタル化の進展により、所有するモノを極力少なくすることが生活の
　利便性・快適性を増進させ、ミニマリズムの時代が自ずから到来する。

７．経済成長がすべてなのか
1.人口減少社会においては、人的資本、人工資本、自然資本、社会関係資本の四
　つの資本基盤の劣化が、社会の持続可能性を脅かす。資本基盤とは、有用性
　をもたらす機能を備え無くてはならない存在物を言う。今後、資本基盤の「手
　入れ」のニーズの充足度を測る指標、資本基盤ストック量/人の指標など、ス
　トックベースの経済指標が豊かさの物差しとなる。
2.経済成長の担い手である理工系人材の養成を大学の使命と心得、人社系学
　部を無用と決め付けるのは、わが国文教行政の悪しき伝統だ。人社系学部の
　使命は民主主義の担い手の養成である。「経済成長のない国」と「民主主義の
　ない国」。あなたはどちらの国に住みたくないですかと問いたい。
3.市場経済化の進展が、人類の福利を向上させてきたことは確かだ。近年では、
　行き過ぎた市場経済化に伴う、環境問題の深刻化、経済格差の拡大、人々の
　幸せや生き甲斐の侵食などが顕在化しつつある。こうした問題を回避するに
　は、市場経済の「ルール」の再検討と再構築が求められる。ジュリエット・ショア
　が提唱する、個人が「市場から距離をおくこと」「自給すること」「真の物質主義
　に立ち戻ること」「コミュニティーへの再投資」等が参考となる。
4.人工知能（AI）の進化は日本の労働力人口の49％を失職させるとのこと。工場
　は無人化し、事務労働の大半がAIに奪われ、医師・弁護士らの専門職もAIが
　代替。GDPは資本と労働に分配される。目下、70％前後の労働分配率は10％
　程度に低下し、残り90％が資本に分配される。雇用者所得の平均税率4％程
　度、利子配当所得税率20％、法人所得税率30％。政府の税収増を公共サー
　ビスの雇用拡大に充てれば、雇用の喪失は防げる。

　国連ブルントラント委員会の報告書Our CommonFuture
（1987年）が、資源多消費、自然破壊などが人類生存の持続可能
性を脅かすとの警鐘を打ち鳴らして以来30年を経た今、気候変動
への世界的取組はパリ協定として具体化し、省資源型技術革新も
進展した。しかし100年の視野の下、人類生存の持続可能性が確
保されたとは言い難い。更なる地球環境保全、省資源、国際協調が
求められるのだが、今、四半世紀間続いたグローバリズムへの反動
が欧米で噴出し、国際政治の面でも逆捩じが巻かれつつある。

　中間報告書を土台にして、討議を積み重ね、外部有識者の意

見を仰ぎ、最終報告書をまとめる。最終報告書は単行本として出

版する予定である。

研究活動

今後の計画・期待される効果
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研究代表者： 位田 隆一 

多様な価値観を持つ社会や国家の平和的共存のための方策

「多様性世界の平和的共生の方策」
研究会

基幹プログラム

国際高等研究所副所長
滋賀大学学長

　現代は多様性の世界である。さまざまな考え方、価値観、倫理観、宗教等を 
持つ人々や社会、国家が平和的に共生できない原因は何か。その原因を取り
除くための方策、そこから平和的共生に到る道をどうすれば描けるかについて
検討する。そのために、現在広く使われている経済活動の指標であるGDPに
代わって、人間中心の価値観に基づく指標を提言し、これを世界に発信して、
多様性世界におけるレベルでの平和的共生の実現に進める。
　人類はこれまで倫理、道徳、あるいは宗教などによって、対立や紛争、戦争や
暴力を克服する努力をしてきた。類似の課題は既に世界の各所で取り上げら
れ議論されているので、これらを集積し俯瞰的に批判、検討したうえで、寛容と
協調、互恵の精神を持つ日本の価値観を基盤として新しい指標を検討するこ
とによって、日本発の他にない提案ができ、世界におけるこの種の議論をリー
ドすることができる。
　研究は以下の4段階に分けて行う。1）与えられた課題である「人間中心の価
値観に基づく平和的共生のための方策」を概念としてどう捉えるか。2)GDPに
代わる人間中心の価値観に基づく「指標」とはどのようなものか。欧米中心の
価値観のみではなく、日本、アジア、イスラム、アフリカといったさまざまな価値
観を統合する要素を探究して、指標化する。3)新しい指標をさまざまなレベル
に試行的に適用して、指標の実効性を検討する。4)策定した新しい指標とその
基盤となる考え方を、日本から世界に発信し、議論を提起する。

 2016年度は、上記4段階のうち、1)～3)を中心に、新たな指標の構築及
び世界への発信に向けた基盤づくりに取り組み、それらを踏まえ中間報告
の取りまとめを進めた。報告の概要は以下の通りである。

1．基軸となる概念
　研究の最終目的である平和的共生の指標を策定するために、我が国か
ら発信する場合の基軸となる概念について議論を行い、その結果、以下の
見解に至っている。
(1)多様性
　多様性は、それぞれの地域の人々の歴史のなかで発展してきたが、世
界各地の自然環境の相違にも多大に影響されている。人々は、それぞれ
の自然環境に対応するかたちで、政治や経済、そして文化を育んできた
からである。多様性世界における平和的共生の方策を考えるためには
国の政治・経済の仕組みや人々の文化・思想だけでなく、自然環境の相
違といった要素も考慮しなければならないことが示唆されている。多様
性世界でいかに平和共生を図るかという問いの設定とともに、そもそも
多様性世界をいかに維持していくかという課題も設定して、解決策を模
索すべきである。
(2)平和的共生
　「平和的共生Peaceful co-living」は、「平和的共存」が国家間レベル
で、冷戦を背景に用いられたのに対して、国家や社会の中で生きている
人々にも焦点を当てたより広い概念である。単に国家と国家のみの関係、
その意味で伝統的な国際関係のみを考えるのではなく、そこで暮らす
人々の安寧と幸福を念頭に置いている。

2．中核要素
　指標の基礎となりうるであろうキーワードを抽出した。これらを通じた
指標を今後の研究で策定していく。

参加研究者リスト

位田 隆一

吾郷 真一
大芝 亮
高阪 章
内藤 正典
中西 久枝
中西 寛

東 大作
福島 安紀子
星野 俊也
峯 陽一
最上 敏樹
モジュタバ・サドリア
モンテ・カセム

前田 直子

国際高等研究所副所長
滋賀大学学長

立命館大学法学部教授

青山学院大学国際政治経済学部教授

関西学院大学国際学部教授

同志社大学大学院グローバルスタディーズ研究科教授

同志社大学大学院グローバルスタディーズ研究科教授

京都大学公共政策大学院教授

上智大学グローバル教育センター准教授

青山学院大学地球社会共生学部教授

大阪大学大学院国際公共政策研究科教授

同志社大学大学院グローバルスタディーズ研究科教授

早稲田大学政治経済学部教授

Director, Think Tank for Knowledge Excellence

立命館大学国際平和ミュージアム館長

京都女子大学法学部准教授

氏 名 所属・役職

■2016年度実績報告

■研究目的・方法
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 多様な価値観、倫理観、宗教、考え方を持つ国家や人々が平和的
に共生するためにはどうしたらよいか。寛容と協調、互恵の精神
を大切にしながら、人間の尊厳に立ち戻り、日本から新しい指標
を提示して平和的共生のための価値観を構築する。平和的共生
を実現するための要素を指標として提示し、その基盤となる考え
方を広く世界に発信していく。

研究活動

 2017年度は中間報告を踏まえ、パイロット・スタディの一環と

して海外での現地調査の実施を準備する。更に、2018年度以降

に様々な地域での現地調査を実施するために競争的外部資金

の導入を試みるとともに、最終報告を作成する。

(1)人間（人間の尊厳、人間中心）
　平和的共生の指標を策定するにあたって第1に重要なキーワードは
「人間」である。これは「人間の尊厳」や「人間中心」といった言葉で用い
られる。この「人間」というキーワードを通じて、個としての人間と集団
（コミュニティ、地域、国家等）としての人間の双方を把握することができ
る。しかし、例えば「人間の尊厳」とは何か、を説明することは容易ではな
い。ここでは生命倫理分野で用いられる自律性(autonomy)、善行
(beneficence)、無危害(non-maleficence)、正義(justice)、連帯
(solidarity)、衡平(equity)の諸原則も参考になる。
(2)発展(development)
　いうまでもなくこの「発展」というキーワードは経済的観点からのみの
ものではない。国際連合で用いられてきた“development”は、近年の
MDGs（ミレニアム開発目標）やSDGs（持続可能な発展目標）に示され
るごとく、経済的発展（開発）を超えて、社会的発展、人間開発にも用い
られる用語である。ここでは、経済、健康、教育などにおける格差の存在
と実態が発展にどう影響するのかが重要な課題である。また格差には経
済的なものだけでなく、資源アクセスやガバナンスなどの分野における
格差も考慮する必要があろう。
(3)アイデンティティ
　人間はそれぞれが個としてのアイデンティティをもつ。この個別性・独
自性は、個人のみならず集団についても重要であり、それが多様性の源
泉である。またアイデンティティは他者との相対関係で決まるものであ
り、そこから相互の関係が表出し、同時に相互尊重の重要性が導かれる。
なお、「国」という集団の持つアイデンティティがこれまで大きかったが、
国家のみならず非国家集団の活動・行動が急速に拡大している現状に
おいて、国家間の平和という旧来の図式が必ずしもあてはまらなくなる
可能性があり、国のアイデンティティとは何か、ということ自体も検討し
なければならない。
(4)主観と客観
　多様性を考えるにあたっては、自己と他者の存在が前提であり、した
がって、それぞれの主体（個人から集団まで）がその主観的な評価・判断
とともに、客観的な評価・判断も探ることになる。そこで、主観的要素を
どのように計り指標化するのかが課題であり、そこから、ここに述べてい
るようなキーワードも含めて、指標に必要な構成要素が何かを考えるこ
とになる。また指標とその構成要素の間で順序付けが必要である。
(5)inclusivenessとexclusiveness
　多様性世界におけるさまざまなレベルの構成員間の平和的共生を語
る場合には、その構造的要因にも注目しなければならない。とりわけ、多
様性を基礎とした世界を考える場合には、疎外されてきた者の参加が
不可欠である。しかしそのことはまさに、現実の社会における排外性
(exclusiveness)の裏返しであることも見逃してはならない。

(6)我々はどこに生きているのか：場所・環境・時間
　多様性世界における指標を考えるにあたっては、現在生きている我々、
そしてこれから生きるべき将来世代について、時代、地域（国内・国外・
地球）、関係（国際や民族等の集団間）など、指標を設定する枠組みを設
定することが必要である。その場合、特に時間軸を念頭に置かなければ
ならない。単に多様性の社会や国際社会といった一般的前提では一律
に検討できないと考えられる。

3．指標の試み
　既存の指標のように現状を評価するための指標ではなく、平和的共生
の世界に到達した場合にはそれらの指標の持つ基準が満たされているべ
きものとしての指標である。したがって、本質的に目的志向性のある質的
な指標であり、量的または数値的指標ではない。
　現段階では、基軸概念や中核要素を導き出したが、まだ指標を固めるに
至っていない。今後の研究の中で、紛争終了後の地域住民アンケート調査
の実施と併せて、これらをより明確にしていきたい。アンケート調査では、
対象地域で意識調査を行い、共生の度合いや軍事的な紛争が起きるリス
クを測り、平和的共存に資するデータを集める計画である。

今後の計画・期待される効果
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座長（研究代表者）： 

松本 紘  国際高等研究所副所長、理化学研究所理事長

 

「けいはんな未来」懇談会

基幹プログラム

　国際高等研究所はけいはんな学研都市の「知の中核機関～知的ハブ」と
しての役割を果たすべく設立された。この街の建設の礎となった1978年の
関西学術研究都市調査懇談会（通称「奥田懇」）の発足に際しては、1972年
に発刊されたローマクラブの「成長の限界」が大きな影響を与えたとされる。
これは現在でいう「持続可能な社会の構築」の必要性を訴えたものである。
この街も街びらきから30年が経過し、その頃から課題視してきた地球温暖
化、地球資源の枯渇、人口増加や環境破壊など、人類と地球をとりまく課題
はより深刻になってきており、30年後の社会においては今以上に様々な課
題が顕在化していることが予想される。

　このような状況の下、「何を研究するかを研究する」ために設立された国際
高等研究所として、「けいはんな学研都市の30年後に向けたコンセプト」を
構築するために英知を結集していくことが正にその使命であると捉え、
2015年7月に「けいはんな未来」懇談会を設立した。メンバーには、産業、学
術、行政から、けいはんな学研都市の未来を語るに最も相応しい方々に参画
を頂き、長期的な視点をもって議論を重ねることにした。この街が「サイエン
スシティ」として、そして「文化の街」として、様々なジャンルの「知」を結集し、
科学技術から産業に至る道程だけでなく、都市のあり方、住民の幸福な暮ら
しのあり方なども考えながら、30年後のモデルとなる学研都市のあり方を
提言していく。

　2016年度は専門検討部会を設置し、4回の会合を通して、30年後の未
来はこれまでの延長線上にない大きな変化が存在するという認識の下、サ
イエンスシティとしての繁栄のみならず、市民が安寧・幸福に暮らす持続可
能な街づくりを行うためには、どこに着目し、何をなすべきか、以下の6つの
観点から議論した。

①研究・開発
　産業振興や経済振興に結び付くという観点から実行されるべきことは、 
（１）IoT、AIが革新的に進化した研究開発、（２）情報通信、環境・エネルギー、
医療、バイオなど先端的で多彩な研究機関等が立地するとともに製品化・市
場展開に至るまでの総合的な創造拠点の形成、（３）オープンイノベーション
を基本に核となる研究開発の創出、（４）関西文化学術研究都市の研究・開発
といえば「これ」というものを創出すること、の４点に集約される。また、科学技
術が進展していくことで、新たな課題も生まれてくるため、それらを超克する
にあたり、トランスサイエンスという視点を持ち、社会科学や人文学などの分
野の研究も、科学技術の進展に呼応する形で発展させる。

②産業
　科学技術の進展は、「限界費用ゼロ社会」と呼ばれるような、あらゆるモノ
やサービスの供給安定や、価格の低減を実現させる。モノや情報の流れが
“peer to peer”となり、過不足が解消され、全体として最適化され相互に融
通される結果、シェアリングが加速される。労働時間も大幅に短縮する。そ
の結果、“prosumer”と呼ばれるような、“produce”～モノを作る人と、
“consumer”～消費する人が合体した存在が増加してくるとみられる。企業
の評価基準も「社会的価値を共有することが収益も最大化させる」といった
考え方を越えた、さらに一歩進んだ在り方を指向するようになる。さらに、最
先端技術によるものだけでなく、それらを農業などの従来型産業と組み合わ
せた新たな業態開拓も必要となる。

■2016年度実績報告

■研究目的・方法

懇談会メンバー

松本 紘
荒井 正吾
依田 高典
大竹 伸一
柏原 康夫
平田 康夫
山下 晃正

国際高等研究所副所長、理化学研究所理事長

奈良県知事

京都大学大学院経済学研究科教授・副研究科長

西日本電信電話株式会社（NTT西日本）相談役

関西文化学術研究都市推進機構理事長、京都銀行取締役相談役

株式会社国際電気通信基礎技術研究所（ATR）代表取締役社長

京都府副知事

氏 名 所属・役職

専門検討部会メンバー

京都大学大学院教育学研究科長・教育学部長（座長）

奈良県産業・雇用振興部産業振興総合センター
生活・産業技術研究部長

京田辺市企画政策部企画調整室担当課長

精華町総務部企画調整課長

木津川市マチオモイ部次長学研企画課長事務取扱

名古屋大学大学院環境学研究科准教授

生駒市都市整備部都市計画課課長

奈良市総合政策部総合政策課主幹

株式会社 国際電気通信基礎技術研究所（ATR）
事業開発室担当部長
サントリーホールディングス株式会社執行役員
サントリーグローバルイノベーションセンター株式会社代表取締役会長
京都大学学際融合教育研究推進センター長・
大学院情報学研究科教授

株式会社京都総合経済研究所取締役調査部長

京都府商工労働観光部文化学術研究都市推進課長

ＮＴＴコミュニケーション科学基礎研究所所長

奈良県地域振興部部長

氏 名 所属・役職

高見 茂

浅野 誠

池田 一也
大原 真仁
尾﨑 元紀
加藤 博和
北田 守一
小山 宏

坂野 寿和

高橋 賢蔵

中村 佳正

楢舘 孝寿
藤岡 栄
前田 英作
村田 崇

①研究・開発

②産業


